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代表質問

宮司町長２期目に向けての
所信表明に対する

代表質問

４会派代表者による代表質問を行いました。

①稼ぐ力を身につけるための

　　　　　　　「産業力の一層の強化」

②教育・子育て・福祉の推進

③人口減少にストップをかけ、

　　　定住人口並びに交流人口を増やす

所信表明（要旨）

※所信表明の詳細については、町広報

　10 月号に掲載されています。

【清風】　稲村　勝俊　議員

【新風】　山田　　明　議員

【公明】　石川　和榮　議員

【緑風会】　秋場　信一　議員宮司　正毅　町長
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代表質問

代表質問

道の駅直売所供給生産者の意欲醸成に
ついて

稲村　勝俊　議員（清風）

町長
道の駅での販売を通じ、成功モデルを作り上げる
ことが、意欲醸成の第一歩と考えている。

直売所供給生産者の意欲醸成は？

　　平成 28 年度に策定した
当別町公共施設等総合管理計画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

稼ぐ力を身につけるための産業力

の一層の強化について

　９月 23 日には道の駅が開業し、

当別町の産業、経済活性化の起爆

剤となり、この町を変えていく始

発駅になると期待している。当別

町の象徴的な施設として、町民の

皆さんに認識してもらうために

は、波及効果のアピールや戦略的

なイベント開催など、町民の認知

度が上がるような取組みが必要と

考える。

　道の駅の運営に大きく関わる農

産物直売は、予想を超える売り上

げも想定されるが、その直売所供

給生産者の意欲醸成についての考

えを伺う。

町長　直売所供給生産者のみなら

ず、道の駅の参加者全体の意欲醸

成のためには、道の駅での販売を

通じ、成功モデルを作り上げるこ

とが、意欲醸成の第一歩であると

考えている。この成功例が、農業

者の参加意欲の醸成をもたらし、

70 戸の農業者が 100 戸へと増え

ていく、そのような波及効果がも

たらされるものと確信している。

教育・子育て・福祉の推進について

　一昨日、総務文教常任委員会が

開かれ、保育料に関する今定例会

の補正予算案の説明があり、国が

進める少子化対策の補助事業活用

と多子世帯の保育料軽減支援事業

の説明があった。また、医療費に

ついては、これまでも、子どもの

医療費助成、通院費や入院費の無

償化の拡充など負担軽減してきた。

　今後、益々、当別町においても、

社会福祉費、民生費、扶助費が、

加速度的に増大すると考える。限

られた財源の中で、行政サービス

の選択は重要な課題になる。

　行政サービスのあり方につい

て、どのような考えで進めていく

のか、考えを伺う。

町長　限られた財源の中での行政

サービスの拡充は、戦略的に選択

しなければならず、まちの魅力を

高め、人口増加に繋がる子育て世

代への支援強化策は、優先順位が

高いものと認識している。一方で、

子どもや孫世代に負担を持ち越さ

ない工夫も非常に重要であり、そ

のためにも、産業力の一層の強化

を行い、確かな経済力を養って財

政基盤を強化する必要がある。

公共施設の改廃について

　小中一貫校の新設、災害対策と

しての役場庁舎の建て替えなど町

営住宅を含む公共施設の改廃につ

いては、早急に議論を深め、計画

を立てるべき喫緊の課題であると

考える。

　厳しい財政状況の中、人口構造

の変化等による需要を踏まえ、長

期的な視点での公共施設の更新、

統廃合、長寿命化を計画的に進め、

財政負担を平準化し、最適な配置、

管理が求められている。

　将来のまちづくりを見据えた重

要な課題であることから、議会、

町民との情報や現状認識の共有が

大切と考え、議会としても議論を

深め計画を推進するための場の設

置を検討している。

　議員として、町民の声を広く聞

き、公共施設のあり方を、共に進

めていきたいと考えるが、財政負

担の制約等大きな課題もある中

で、今後どのような考え方で進め

ていくのか、考えを伺う。

町長　公共施設等総合管理計画を

踏まえ、今年の６月に、全ての公

共施設の今後の方向性について、

①建て替えを含めた大規模改修が

必要なもの②廃止、解体が必要な

もの③新たな施設の検討が必要な

もの④改修工事等が必要なもの、

と４つの方向性に整理をした。

　今後は、この方向性に基づき、

一体型小中一貫校の新設や役場庁

舎の建て替えなど町営住宅を含む

公共施設の改廃などについて、限

られた財源の中で優先度を見極め

ながら、計画を立てていく所存で

ある。

　そのためには、町民の合意がな

によりも重要である。今回の選挙

では、多くの町民から、多くの声

を聴いた。また、議員の皆様にも、

多くの町民から様々な声が寄せら

れていると思うので、それらの声を

町に提供していただき、町行政に反

映させていきたいと考えている。
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代表質問

一体型小中一貫校の建設について

山田　　明　議員（新風）

町長
２期目の任期中には遅くとも着工したいと考えて
いる

「産業力の一層の強化」について

①町内の既存企業やこれから起業

される方々への具体的な支援策と

は何か。②企業立地促進条例を大

幅に改正し、町内の小規模事業者

への適用の範囲拡大は図れない

か。③企業誘致を積極的に推進し

ていくために、現行制度のどの部

分に問題があり、それらの対応改

善策をどのように見直すのか。

町長　①②既存の企業立地促進条

例など産業支援の制度、施策につ

いては、不足を感じている。大幅

にかつ大胆に見直し、幅広く企業・

事業者を支援する改正内容にした

いと考えている。③工業団地がない

本町にとって、農業振興地域の除

外、農地転用は必要不可欠である

が、法規制などクリアしなければな

らないハードルは高い。課題解決に

向け、副町長を委員長とするタスク

フォースを４月に立ち上げた。

「教育・子育て・福祉の推進」について

①所信表明の中で、「町のあり方

を考えるとき、20 年先、30 年先

の子供や孫達の未来を考えると、

身をすくめて、人口減少のサイズ

に合わせて町を整えていくわけに

はいかない。」と述べられており、

私も、同感である。そこで、一体

型小中一貫校の建設は、少子化傾

向の現況下、学校施設の規模、建

設場所、保護者の意向も含め、い

つごろ、どのように取り進めるの

か。②推進体制として、専門部署

を設置する考えはないか。③所信

表明の中で、「情操教育や外国語

に触れる機会の創出をさらに深め

る」とあるが、誰がどのように進

めるのか。④町内の公園遊具の中

には、損傷により、使用できず、

放置されている遊具が数多く見ら

れる。昨年の子育て世代を対象と

した議会報告会において、整備等

の要望が多く出たが、考えを伺う。

町長　①２期目の任期中には遅く

とも着工したいと考えている。規

模は、今後の児童・生徒の推移、

出生数を考慮する。また、建設場

所や施設は、学校、保護者、地域

住民などと十分協議していく。次

に、進め方は、教職員、保護者、

地域住民などから広く意見を取り

入れていくが、先進地の事例を参

考に進めることが重要と考えてい

る。②専門部署は、もちろん必要

と考える。基本構想をまとめてい

くための予算措置も考えている。

③情操教育については、教育委員

会では、ブックスタートをはじめ、

ふくろう図書館や子育て支援セン

ターでの絵本読み聞かせ事業や健

やかな心を養う子育て講座などを

行っている。また、ふとみ保育所

や夢の国幼稚園では、読書活動や

田植え、地引網などの自然体験活

動、集団生活を通じて子ども達

の心を育てる教育活動を行ってい

る。今後は、既存事業の充実や新

規事業の検討を行う考えである。

次に、外国語に触れる機会の創出

については、現在、英語保育は、

既に実施しているが、教育委員会

としても、外国語指導助手を派遣

するなど外国語に触れる機会を増

やすための支援を考えている。④

公園の遊具は、修繕などが追い付

いていないと認識している。地域

の利活用やニーズに即した機能と

役割に配慮し、整備を進めていく。

「定住人口並びに交流人口を増や

す施策」について

①所信表明の中で、「子育て世帯

を呼び込めるような町営住宅の改

修・新設を考えたい」とあるが、

現在の町営住宅長寿命化計画を大

幅に見直す考えか。②旧公民館等、

一定の役割を終え、倒壊の危険性

がある建物については、防災、防

犯、安全管理の観点からも、解体

条件付きで、民間へ払い下げる方

法も一考の余地があると思うが、

いかがか。③冬季道路状況の更な

る改善充実とは、具体的にどのよ

うな施策か。また、除排雪費用の

町民負担の軽減は、今年度から行

うのか。さらに、どの程度の軽減

策なのか。④「学生町内居住1,000

人プロジェクト」での居住者の発

掘も進めるとあるが、医療大学及

びアパート組合との連携は、どの

程度進んでいるのか。また、町内

居住学生に対する特典とは、具体

的にどのようなことか伺う。

町長　①計画を見直すことより

も、公共施設の再編・整備の中で

進めるべき大きな課題として捉え

ている。②非常に有効であると考

えるので、その仕組み作りに取組

んでいく。③例えば、雪対策連絡

協議会を全町的な組織として発展

させ、協働の推進を進める必要が

あると考えている。従って、町民

負担については、26 町内会から

負担をいただくのではなく、町が

全て負担をし、新しい協議組織と

合わせて進めていけるように対策

を強化したいと考えている。④ア

パート組合と医療大学の連携のお

かげで、学生の居住数は、今年度、

900 人を超えた。年々、国家資格

の合格率が非常に高い水準となっ

てきているようで、町内居住によ

る環境もその要因となっていると

のことである。そのため、大学と

しても、今後もできる限り、町内

に居住させたいという意向を待た

れており、今後も増えてくるもの

と確信している。また、町内居住

学生に対する特典ついては、町内

居住による単位取得、今年度より

取組み始めている有償ボランティ

アの制度、町内居住学生への奨学

金制度、町内アパート居住学生向

けの家賃補助といったものがあり、

大学との連携協議会で実現に向け

議論を進めてきている。
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代表質問

産業支援人材バンクの創設について

石川　和榮　議員（公明）

町長
総合的な産業支援施策を見直す中で、労働力確保、
人材確保への支援策も含めて検討を進めていく

15,000

20,000

25,000

当別町の人口推移（１月１日）

「産業力の一層の強化」について

　町長の所信では、企業の支援や

町内商工業の基礎体力の向上を掲

げており、産業の強化には、人材

の確保が重要な問題である。

　町内の各業種においては、繁忙

期の短期的なアルバイト人材は足

りているが、長期的に企業や当別

の産業をしっかりと担う人材の確

保に苦慮している状況であると聞

いている。

　地域に眠っている人材の掘り起

こしや幅広い地域、道内外からの

優秀な人材の確保は、産業再生や

企業収益の向上と個々の所得の向

上に繋がると考える。

　そこで、「産業支援人材バンク」

を創設し、産業支援と人材の地域

循環・流入効果を積極的に促進す

べきと思うが、町長の考えを伺う。

町長　人材の確保や労働力不足は、

産業振興を推進するうえで、全国・

全道的にも大きな課題となってい

る。特に、道内の札幌圏以外では、

さらに深刻で、企業誘致をするう

えでも大きな障壁となっていると

いう話を聞いている。

　本町では、地理的優位性を強調

して企業誘致を進めているが、交

通・物流面のみならず、労働力の

確保の観点からも、札幌圏外の自

治体と差別化が図られる大きな強

みであると考えている。

　このようなことを踏まえ、ハ

ローワークとの連携をこれまで以

上に強化するとともに、総合的な

産業支援施策を見直す中で、労働

力確保、人材確保への支援策も含

めて検討を進めていく。

「人口減少にストップをかける」

ことについて

　危機迫る人口減に対し、早急に

対策を打たなければならないと考

えるが、その対策として重要なこ

とは、働く場所である。働く場所、

雇用の確保は一朝一夕になせるも

のではない。

　そこで、人口減少に対する方策

として、当別町への定着を図るた

め、当別高校の卒業生が町内で就

職できるよう、１つ目には、当別

高校卒業生を採用する企業に対し

ての助成金制度を創設すること。

２つ目には、当別町職員として採

用枠を確保することなど、若年層

の流出を直ちに食い止め、新たな

若年層の流入を促進する対策につ

いての町長の考えを伺う。

町長　まず、提案の一つ目につい

ては、その対象は、当別高校のみ

ならず、医療大学も含めて考える

べきであり、先ほどの新風山田議

員への答弁でも申し上げたとお

り、総合的に産業を支援する施策

について、見直しを検討していく

という答弁内容に包含されるもの

と考える。

　次に、提案の二つ目について

は、当別高校や医療大学の卒業生

を優先させて採用する方策につい

ては、今後研究していく。

「教育・子育て・福祉の推進」と

施策全般の効果的な事業推進・政

策のコントロールについて

　当別町の現在の状況を見ると、

少子高齢化が急激に進み、医療費

や社会福祉費が増加し、いまだに

多くの借金を抱えている中、収支

バランスとかじ取りがますます困

難になっていくことが想定される。

　このような状況の中で、将来を

見据えて最も町民に密接に関連す

る教育・子育て・福祉の事業を推

進していくことは、本当に難しい

ことであると感じているが、町長

が掲げた２期目の施策、特に、社

会福祉の事業展開について、いち

早く町民のために、効果的に実現

していくには、どのような手法、

どのようなプロセスで、施策や事

業の優先度を計り、効果的に推進

していくのか、考えを伺う。

町長　医療福祉分野が複雑化・多

様化している中で、現在、町の方

針である在宅医療・介護連携を図

るための体制の整備や、連携の核

となる人材の育成について、医療

大学に今年度初めて研究委託を行

い、当別町高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画を策定中である。

　計画の策定にあたっては、町民

や関係機関への調査・ヒアリング

をもとに、策定委員会での検討を

踏まえ、今後の取組みについての

優先度や方向性を定めていく。

　教育、子育て、福祉の推進施策

全般の効果的な事業推進について

は、子育て世帯に対する施策に、

より注力し、一体型小中一貫校の

新設、幼児教育・保育の充実、図

書館の建設などにより、子どもが

学び、遊ぶ施設の整備を進めてい

くことで、子どもを育てる環境づ

くりをこれまで以上に進化させて

いく。
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代表質問

子育て世代のための町営住宅について

秋場　信一　議員（緑風会）

町長
柔軟に対応できる住宅タイプを新規に供給するこ
とを目指している

子育て世代のための町営住宅は？

町の産業力強化と道の駅について

　道の駅の開業に向け、施設建設

など多くの税が投入されてきた。

　完成を楽しみにしてきた町民が

多くいる一方で、税が回ってこな

かった住民の不満は、当然考えて

いかなければならない。

　公が商業施設を整備すること

は、同時に、町民への還元が、運

営のベースになっていかなければ

ならないと考える。そして、その

運営を担うのは、町が指定管理を

委託した株式会社 tobe であり、

町長は、tobe を育てることが産

業力の強化に繋がると述べられて

おり、私もそのように考えている。

　そこで、構想から手掛けてきた

道の駅への町長の思いと今後の展

開を伺う。

　次に、町長が言われるように、

「作ったから売る」のではなく、「売

れるものを作る」という意識改革

を進めることが必要であり、その

ためには、新たな商品の提案、改

良、実証販売の開催、さらには、

これらの取組みを広く町内事業者

に参加を呼び掛けるアナウンスを

行う総合窓口の役割を tobe が担

うことが重要と考えるが、町長の

考えを伺う。

　更に、食品以外でも当別のオリ

ジナル家具、陶芸、つるし飾りな

ど、このような商品の実証販売や

イベントを開催することにより、

道の駅の集客に繋がると思うが、

町長の考えを伺う。

町長　まず、新たな商品開発等

に向けた tobe の役割について、

tobe の目的は、あくまでも、販路

拡大の実現にあるので、商品の開

発・改良は、当然、必要になる。

今後、道の駅の開業を皮切りに

tobe が中心となり、構成団体であ

る町・農協・商工会などと連携し、

事業者と議論を重ね、成功へと導

くべく、努力する考えである。

　次に、実証販売を兼ねたイベン

ト開催については、多くのメリッ

トが考えられる。製造側にとって

は、試作品に対する消費者の反応

の見極めができ、tobe にとって

は、集客にも繋がる。今後、具体

的な実践に向け、tobe と協議を

進める考えである。

　次に、道の駅のこれからの思い

をとのことであるが、道の駅の経

営母体である tobe の成功は、道

の駅の成功にも繋がるものである

ので、町としては、全面的に支援

する考えである。

小中一貫教育について

　2020 年、小学生のプログラミン

グ教育が必修化されるなど教育内

容の変化に対応した一体型新校舎

の設計が求められていると考える。

　一体型小中一貫校の校舎建設に

あたっては、当別中学校の老朽化

を考えると、本町地区からスター

トになると思われるが、本町地区、

太美地区、どちらの地区に新校舎

の建設を先行して進めるのか。そ

の点も含めて、想定する規模やコ

ンセプトを伺う。

町長　校舎建設にあたっては、議

員ご発議のとおり、本町地区から

先に進めていく。

　次に、校舎の規模については、

今後の児童・生徒の推移、出生数

を考慮し、また、今後の定住人口

の増加策などの効果を勘案してい

く必要があり、増築など柔軟に対

応できるものとする。

　次に、義務教育学校のコンセプ

トについては、小学校・中学校の

９年の連続した教育課程で、先生

方が、その学校区分にとらわれず

一体となり子どもを育てる学校と

いうことである。

町営住宅について

　所信では、子育て世代のための

町営住宅に触れられ、従来の低所

得者対策としての町営住宅の考え

を維持しつつ、新しいコンセプト

での町営住宅に着手することは、

明るい前向きな施策であり、会派

として評価している。

　現在想定している子育て世帯の

ための町営住宅は、新築・改修を

含め、今後どのように進めていく

のか伺う。

町長　まず、子育て世代を呼び込

める住宅とは、町営住宅長寿命化

計画の実施方針の中でも明記して

いるが、子育てにも配慮した住ま

い方に柔軟に対応できる住宅タイ

プを新規に供給することを目指し

ている。また、団地内においても

良好なコミュニティ・近所付き合

いを形成できる付属施設の整備も

検討することとしている。

　新築か改修かについては、子育

て世帯のニーズや住まい方に柔軟

に対応させるためには、新規の建

設で供給していくべきと考える

が、既存施設の有効活用として大

規模な改修で供給することも視野

に入れ、実現性を検討していく。

その他の質問

企業誘致について
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決算概要

次世代への視点を重視した

　　　　２８年度決算審査

△

雪が少なくても除排雪費は減らないの？

△

２０４０年２万人達成への取組みは？

決算審査とは
　決算審査は、会計年度（４月～翌年３月）毎に会計

管理者が調製した決算について、町長からの審査依頼

に基づき、決算書等の関係諸表の計数を確認するとと

もに、予算の執行が効率的かつ有効なものとなってい

るかを主眼に実施する審査です。

一般会計

決算審査の流れ

国民健康保険特別会計

介護サービス事業特別会計

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

９月 11 日～ 15 日まで決算審査特別委員会を開催し、28 年度の決算審査を行いました。

△

暮らしを守る

△

ふれあいバス

認定こども園当別夢の国幼稚園

稲刈りの様子【10 月４日】

会計管理者 町長

監査委員

９月定例会

決算審査
特別委員会

決算の調製
（６～７月）

審査
（７月）

意見書提出

提出 認定に付す

報告書提出付託

審査

認定・不認定
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決算審査

雪が少なくても除排雪費は減ら

ないの？
　今年の春は、年明け以降に雪が少なかったた

め、例年よりも早い雪解けを迎えました。雪が

少ない冬だったと感じられた方も多いのではな

いでしょうか。その一方で、28 年度の除排雪

費は27年度に比べて2,006万5,000円（1.09％）

増加しました。雪解けが早い冬だったのに、除

排雪費はなぜ増えたのでしょうか。

除排雪委託費の減額基準

降雪量・排雪量・除雪回数が予

定の８０％以下なら減額。

除排雪費の上昇要因

人件費・燃料費などの上昇と除

雪回数拡充が主な要因。

【問】雪堆積場への堆積

量が前年度より少ないの

に、除排雪費が高くなっ

たのはなぜか。

【答】決算額及び契約額

は同額で決算した。降

雪量、排雪量、除雪回数

が全て上限下限それぞれ

20％以上超えた場合に設

計変更をする契約である

が、それを満たさなかっ

たためである。

【問】除排雪の労務単価

上昇の詳細は。

【答】特殊車両運転手、

一般ダンプ運転手、ロー

タリー車運転手、世話役

人、交通整理人等の単

価が、平均 10％上昇し

ている。また、軽油の単

価も上昇し、除雪回数も

拡充をしているため、27

年度と比べると費用が上

昇している。

降雪量 排雪量 除雪回数

83% 82% 80%
設計変更の基準値に対する実績値【基準日：平成 29 年３月 15 日】

基準値 80％
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決算審査

除排雪の苦情

置き雪には現地確認を行い対応

し、苦情は減少した。

子どもの医療費助成拡充

乳幼児医療費助成の拡充で、ど

う変わったか

おためし暮らし

移住促進事業としての、おため

し暮らしの成果は

生涯活躍のまちづくり構想

生涯活躍のまちづくり（CCRC）

構想で人口２万人に

CCRC 構想の１つの核となる石狩太美駅

２０４０年２万人

            達成への取組は？

【問】除排雪に関して役

場に寄せられる苦情の件

数は。

【答】苦情は役場に 83 件、

除雪業者に 17 件の合わ

せて 100 件で、前年度よ

り 51 件減少した。シー

ズン初めや３月の湿った

雪の苦情が多い。置き雪

は、現地確認をして対応

しており苦情はかなり

減ってきている。

【問】昨年８月から拡充

した制度で、対前年比は

どのように推移したか。

【答】入院の拡充件数は

16 件 の 45 万 4,131 円、

外来における３歳から小

学校入学前まで１割負担

を無料又は一部負担とす

る拡充の件数は、1,042

件 69 万 8,040 円、合計

で 115 万 2,171 円が拡充

部分である。

【問】町の魅力を発信し、

人口問題を見据える事業

として手応えと展望は。

【答】移住促進事業の成

果として 152 名の移住の

実績があるが、夏季利用

の集中や地域間競争など

課題もある。今後、協議

会と連携し、利用促進に

向け、自然や道の駅など

町の魅力を PR し効果的

に取り組む。

【問】太美地区に 200 人

増という構想で人口２万

人の町を目指せるのか。

【答】今年から CCRC の取

組みを具体的に始める。

（総合戦略の残りの期間

である）２年間では、物

理的には難しいが、早期

に開始し、人口増加に寄

与できるよう取り組んで

いきたい。

樺戸雪堆積場の様子（平成 29 年２月７日撮影）
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決算審査

ゴミの不法投棄

不法廃棄物の処理費が大幅に増

えているが対策は？

ふるさと納税

返礼品として常時提供できる加

工品を増やしていきたい

災害時の備蓄

大規模災害に備えて備蓄はどう

なっているの？

町営住宅の工事・修繕

「屋根の雪がスムーズに落ちる

ようになった。」との声

街路灯LED化

LED 化は各町内会でバラつきが

ある。今後の見通しは？

暮らしを守る

【問】工事請負費が例年

より多いが、その内訳と

費用対効果について伺う。

【答】92 万円を増額して

樺戸団地屋根塗装工事

184 万円、もみじ団地解

体工事 1,898 万円であ

る。効果があったと思っ

ている。今後も、修繕の

部分をしっかり対応して

いきたい。

【問】普及率と今後の計

画は。また、LED 化の効

果を町内会へどう説明し

ているのか。

【答】平成 28 年度 216 灯

実施で 26.1％になり、

今後 10 年計画で 100％

の普及率にしたい。また、

担当職員が電気代削減額

等の情報提供を行い、実

現を支援したい。

【問】防災資機材の備蓄

は現在何名分を確保して

いるのか。

【答】当別町防災備蓄計

画に基づき、発災後の当

面３日間をしのぐ人数と

して 1,400 人分の食料等

を計画的に備蓄し、また、

広域的な連携の中で、民

間事業者等と協定を結び

流通備蓄も確保している。

【問】当別は自然豊かな

所でゴミが隠れてしまう

場所もある。不法投棄を

させない方法を真剣に考

えるべきでは。

【答】不法投棄の取組は

非常に重要。もっと良い

対策と周知活動について

先進的な取組を勉強して

対策を講じていきたい。

【問】冬場の返礼品対策、

及び感謝イベントなどの

対応を伺う。

【答】レトルトカレーな

どに人気が出てきてお

り、加工品で常時提供で

きるものを少しずつ増や

してきている。また、関

東圏の寄付者に対して

は、中野区の物産展会場

で特別記念品の贈呈や物

産品２０％オフでの販売

などを行っている。

備蓄庫内の様子
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決算審査

市街地予約型線（デマンドバス）

高齢者が利用しやすい仕組みに

ついても検討したい。

西当別道の駅線実証運行

実証運行で料金面の課題が明ら

かになれば見直していく。

西当別道の駅線実証運行

町内から道の駅への利便性を確

保したい。

決算審査その他の主な質問項目

・高齢者等除雪サービス費

・国保特定健康診査の受診率

・後期高齢者健康診査の受診率　など

ふれあいバス

「適正な決算と認定」決算審査特別委員会報告

平成 28 年度当別町各会計決算審査特別委員会
山﨑委員長（写真左）古谷副委員長（写真右）

起草委員会

　委員長　　稲　村　勝　俊

　委　員　　山　田　　　明

　委　員　　秋　場　信　一

　委　員　　五十嵐　信　子

※決算審査特別委員会の審査結果
　報告文書を作成する委員会

【問】太美から道の駅ま

で往復 400 円の料金設定

は、本当に良いのか。例

えば、道の駅で使った料

金にあわせ、安くしたり、

無料にできないか。

【答】初年度は、実証運

行という形で、９月から

運行させる。実証運行を

して、乗り込みが悪い理

由が料金設定によるもの

であれば、見直していく。

【問】デマンドの利用者

数は。また、高齢者の免

許返納の際には、デマン

ドは有効であると考える

が、どのような議論がさ

れているのか。

【答】28 年度の実績は、

3,032 人。また、高齢者

施策にも有効と考えるの

で、高齢者福祉担当部局

と連携しながら、課題に

ついて、検討を深めたい。

【問】協議会では実証運

行について、どう説明し

料金設定について、どん

な議論があったか。道の

駅の利用促進も包括した

路線確保なのか。

【答】西当別市街地と道

の駅との移動の利便性確

保が主で、料金は一般路

線と同様と説明した。
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一般質問

小中一貫教育の推進について

山﨑　公司　議員

教育長
期待される成果は、学校や子供の支援が手厚く継
続的になることなどが期待される

一般質問

①この 10 月から、全ての学校で

コミュニティ・スクール（学校運

営協議会）を導入するが、どのよ

うな組織で、何を実施していくの

か。また、どのような成果を期待

しているのか。

②この取り組みで、子供、教職員、

保護者、地域の人々にとって広が

る魅力は何か。

③「当別みらい学」の検討内容は、

どの程度進んでいるのか。

教育長　①組織は、学校、保護者、

地域の方々が中心となる。その中

に、例えば、学校支援、地域連携

などの部会を設置し、実行してい

く。次に、期待される成果は、学

校や子供の支援が手厚く継続的に

なることなどが期待される。

②子どもや教職員には、組織だっ

た継続した支援が受けられるこ

と。保護者や地域の方々には、や

りがいや生きがいになり、地域全

体の活性化に繋がることが考えら

れる。

③昨年、各教科や総合的な学習の

時間等の内容をふるさと教育、国

際理解教育、キャリア教育の３区

分に整理した。次は、それらを教

科横断的な内容にするべく、さら

なる検討をしていく。

アクティブ・ラーニングの導入に

ついて

①現状、導入されている教科と今迄

の成果と今後の課題について伺う。

②指導にあたる教師の力量が問わ

れ、学校間の学力格差が生まれな

いために教師の研修の確保、能力

の向上が必要と思うが伺う。

③新しい指導要領で、子供や教師

の負担が過重にならないか。また、

教育委員会は、現場が創意工夫して

自由に授業が出来るよう、十分な

バックアップが必要と思うが伺う。

教育長　①現在、全教科で行われ

ていると認識している。成果は、

児童生徒の向上心が高まり、より

主体的で深い理解に繋がっている

ことや先生達が研修に取り組み、

教員全体の授業力が向上したこと

などである。次に、課題は、まだ

アクティブ・ラーニングの視点で

の授業改善が遅れている教員も一

部にいることである。

②これまでも研修の機会を設けた

り、ＩＣＴの整備を進めるなど学

校支援に取り組んできた。今後も

研修等の支援をしていく。

③小学校の外国語活動の拡大や教

科化など、教職員の負担は少なく

ないと考えている。一貫教育推進

講師の増など人的支援を中心に先

生や児童を支えていく。

石狩太美駅の今後について

　当別の表玄関口、道の駅の最寄

り駅。さらに、「当別町生涯活躍

のまち」のモデル地区で重要な位

置付けにあるため、いくつかの改

修と改善を提案するので、見解を

伺う。

①高齢者の為にもエレベーターを

設置した渡り階段が必要と考える。

②トイレの改修は考えているか。

③キップ売り場の英語表示の追

加、乗り越し客の精算機が必要。

④銀行のＡＴＭの追加。

⑤駐車場、駐輪場が足りない。

⑥南口の整備と道の駅までの 17

線道路拡張と防雪柵の設置。

⑦駅周辺のバリアフリー化基本構

想は、どの程度取組んでいるか。

町長　①数年にわたりＪＲ北海道

へ要望しているが、実現には至っ

ていない。

②公共施設全体の改修の取組みの

中で考えていく。

③英語表示は、外国人客の利用状

況を踏まえるとＪＲ北海道への要

望の優先度としては低いと判断し

ている。また、精算機は、現状で

も精算できる仕組みとなってお

り、ＪＲ北海道側としては、特に

必要性はないとのことである。

④他の金融機関に申し入れをして

きたが、一定の理由が見込めない

とのことで、追加設置に至ってい

ない。

⑤⑥駅周辺開発の整備計画の中で

の検討となる。

⑦近々にバリアフリー法の改正があ

るようなので、その内容を踏まえ、

基本構想に着手しようと考える。

町長選の投票率について

①町長選の投票率は、過去 90％

以上が５回、平成に入っても

70％から 80％と高く、前回は

61.30％であった。今回は、戦後

最低の 58.47％で、要因は何か。

② 18 歳選挙権が導入され 1 年、

18 歳・19 歳の投票率はどのよう

になっているか。

③期日前投票会場について、役場

だけではなく、太美地区での設置

を検討してはどうか。

④選管として、投票率向上のため

に、今後、どのような対策を考え

ているのか。

選挙管理委員会事務局長　①大き

く２つの要因が考えられ、１点目

は、不在者投票制度が十分に活用

されていないこと。２点目は、全

国的にも選挙そのものに対する関

心が低く、本町でも同様であるこ

と。これらのことが推測される。

②町長選では 33.64％、昨年の参

院選では 51.20％である。

③選挙事務は、絶対にミスは許さ

れないものである。実施可能であ

るという判断が立てば、予算化に

向け注力していく。

④今後、広報活動のあり方につい

て、十分検討を加え取り組みたい

と考えている。
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一般質問

日欧ＥＰＡ大枠合意による当別農業へ
の影響は

鈴木　岩夫　議員

町長
詳細な情報が少なく、更なる見極めが必要となる
ので、その動向を注視していく

日欧ＥＰＡ「大枠合意」について

①影響試算含め、日欧ＥＰＡ大枠

合意の内容を明らかにするよう政

府に求めるべきと考えるが伺う。

②日欧ＥＰＡ大枠合意の撤回を政

府に求めるべきと考えるが伺う。

町長　①まず、影響がある主なも

のとしては、豚肉・パスタ・林産

物であり、その他、間接的に影響

が出てくると考えられるが、詳細

な情報が少なく、更なる見極めが

必要となるので、その動向をしっ

かり注視していく。次に、政府に

求めるべきとのことであるが、７

月 26 日に開催された農林水産省

主催のＥＰＡ交渉大筋合意に関す

る北海道ブロック説明会の中で、

今回の大筋合意は、主要な農産物

を守りながら、メリットが出るよ

う合意しているとのことであった

が、合意内容の情報が十分とは言

えないので、今後も国・道に対し

細かな説明を求めていく。

②一地方自治体での行動よりは、

北海道や町村会と連携するほうが

効果が高いと推察されるので、関

係機関とすり合わせのうえ、進め

ていく。

災害対策について

①今回のＪアラートの作動にあわ

せて、当別町として行った対応は

あったのか。また、自主避難した

町民や問い合わせはあったのかを

伺う。

②北朝鮮の核ミサイルから町民の

命と財産、生活を守る手だてにど

のようなものがあるかを伺う。

③北朝鮮による弾道ミサイル発射

や核実験を厳しく糾弾するととも

に、危機打開のために米朝直接対

話がいよいよ喫緊、切実な課題と

考えるが町長の考えを伺う。

④雨水や汚水など排水にかかわる

相談の状況と対応、今後の整備計

画について伺う。

⑤町が管理する中小河川の整備状

況と今後の計画について伺う。

⑥暗渠排水の効果が向上する排水

整備を支援する道や国の助成があ

るか伺う。

⑦頻発する想定を超える異常気象

に対応する災害マップ、避難マ

ニュアルになっているか伺う。

町長　①本町では、Ｊアラートは

正常に作動した。また、町が把握

している限りにおいては、自主避

難をした住民はいない。問い合わ

せは、匿名電話が２件、メールが

１件あった。

②残念ながら見当たらないと言わ

ざるを得ない。

③一地方自治体で行うことには限

界があるので、抗議行動を全道、

全国に発展させるなどして、政府

に対し、北朝鮮の弾道ミサイルの

発射や核実験をいち早く止めさ

せ、危機打開に向けて、より強い

対応を求める以外に方法がないと

考える。

④大雨時に、「トイレの水が流れ

にくい」「流れない」などの苦情

が太美地区を中心にきている。他

の地区と比較して短いスパンでの

整備を実施しているが、引き続き、

こまめに対応していきたいと考え

ている。

⑤町が管理する河川は広範囲であ

るが、特に管理が重要と思われる

河川で言うと、整備状況につい

ては、全体で７河川、21km あり、

そのうち 16km、76％は改修済み

である。また、今後の計画につい

ては、維持工事と合わせて管理強

化を行い、防災対策に努めていく。

⑥国や道の補助事業としては、農

業基盤整備事業があり、本来、良好

な営農条件を備えた農地にするた

めの整備事業であるが、災害防止な

ど、多面的機能を支援する事業も含

まれているので使っていきたい。

⑦現行のハザードマップは、50

年に一回程度起こりうる雨量等を

想定して策定されたもので、対応

していないと言わざるを得ない。

世界で起こっている想定を超える

異常気象を考えると、これらのあ

り方の再検討は、必要であると

思っている。

【再質問】町村会等々と連携して、

糾弾と同時に米朝が直接対話する

よう首相に働いてもらうという申

し入れを行ったらどうかと思うが

町長の考えを伺う。

町長　町村会では様々な会合があ

るので、その仲間と連携し、どこ

にどう要請をしていくかも含め

て、しっかりフォローしていきた

いと思う。

国保の都道府県化について

　国保の都道府県化による現時点

での保険者、被保険者に対する影

響について伺う。

町長　北海道において試算を行っ

ている途中にあり、国費の配分量

や保険者努力に対するインセン

ティブをどのようにして与えるの

かが未確定であることから、保険

税や給付内容を検討するうえで、

現時点においては、変動要素が多

く、具体的にお示しできる段階で

はない。先般、制度改正による負

担増や町として不利になるような

ことがないよう、道に対して、直

接、伝えたところであるが、国・

道に対しては、必要な財源措置を

しっかり行うよう、引き続き、求

めていきたいと思う。

【再質問】明らかになったら速や

かに議会、町民に知らせるか伺う。

町長　できる限り早くお知らせする。
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一般質問

道の駅は起爆剤になるのか。町民に負
担が跳ね返らないのか。

澁谷　俊和　議員

町長
tobe は、当別町の経済を底上げし、将来の経済構造
を大幅に向上させる機関車になるものと確信している

本町地区を流れるパンケ
チュウベシナイ川 (本人提供 )

町営住宅の具体的な建設は？

町長の所信表明（２期目）について

①道の駅～起爆剤・株式会社 tobe

～経済構造の大幅な向上と言葉は

踊っている。明るい当別の未来が、

すぐにでも開けるかのように何度

も強調しているが、道の駅も珍し

いうちには、一定の来客数は見込

めると思うが、冬場の扱い商品含

め厳しい経営が予想される。

　町が持ち出す６～７億円を本当

に回収できるのか。そうならない

ときは、町民の負担（税金）として、

はね返ってくる。何度も言うが、そ

うならない保障はあるのか。

②地元の商店街（本町・太美町）

が陥没したのでは意味がない。

　道の駅に来たお客さんが当別の

町まで還流されるといっても、非

常に難しい問題ではないか。

　バス路線の新設でカバーできる

ものではないと思うが、具体的な

展望を伺う。

③役場庁舎・学校・町住を含む公

共施設の改廃と迫られているイン

フラ整備など莫大な財政の支出が

予想されるが、町住の建設につい

て、具体的に年次毎に示す必要が

あるのではないか。

町長　①繰り返し申し上げている

が、道の駅が産業力強化を進める

うえで起爆剤となり、株式会社

tobe は、当別町の経済を底上げ

し、将来の経済構造を大幅に向上

させる機関車になるものと確信し

ている。

②道の駅への来客者を町内に周遊

させるためには、道の駅を拠点に

したスタンプラリーやフットパ

ス、サイクリングツアーなどの企

画を考えなくてはならないが、そ

れをサポートするためには、バス

路線の拡大は有効な手段と考えて

いる。

③公共施設の改廃について、特に、

町営住宅の改廃の具体策について

は、用途廃止や解体、また、緊急

性を要する修繕や小規模な改修工

事についても、その都度、事業を

前倒して実施してきた。長寿命化

計画の中にある建て替えや新設に

ついては、平成 32 年度以降のス

タートとなっているので、今まで

と同様に事業の前倒しも含めて、

実施時期については、町全体の施

策を勘案しながら検討していく。

異常気象による防災について

　全国各地で 50 年に一度、100

年に一度と言われている災害に襲

われたと報道されている。

　当別町でも市街地をつらぬいて

いるパンケチュウベシナイ川、太

美のトヨベリ川、基線川、これら

の中小河川を含め、万が一、太美

地区で、氾濫という事態になった

ときの避難場所は、看板では西

当別小学校となっているが、約

6,000 人の住民がこれで助かるの

か。また、高層で丈夫な建物の持

ち主と協定を結び町民の安全をは

かる必要があるのではないか。具

体的に考えていることがあれば、

明らかにしてもらいたい。

町長　はじめに、太美地区で看板

表示では西当別小学校となってい

るが、6,000 人の住民がこれで助

かるのかとのご質問については、

昨年４月に全戸配布した当別町防

災マップにも記載されており、洪

水に関する町内の指定避難所は 24

カ所ある。これらの収容可能人員

は、約１万 1,000 人と推計してい

るが、太美地区に関しては、指定

避難収容所は西当別小学校をはじ

めとして計８カ所、3,000 人以上

の収容人員を見込んでいる。

　これにより、もともとスウェー

デンヒルズや高岡地区といった高

台などに居住し、避難が不要であ

る住民もいることやこれら高台地

区の住居エリアへの一時避難も想

定できることから、住民の避難場

所は、ほぼ対応できるものと考え

ている。

　また、民間施設との災害時協定

の拡大は、防災上必須な事項でも

あるので、今後のあり方について

は、全町的な視点で検討を加えて

いく。

町有地の管理について

　町有地と民地が接しているとこ

ろで、境界をめぐって紛争も考えら

れるが、もし、そのような事態が発

生した場合、どのように対応してい

るのか、町長の見解を求める。

町長　民地と隣接する町有地の管

理については、その事案ごとに対

応している現状であるが、様々な

相談を受けている。明らかに、町

有地に構造物が設置されている場

合や管理上支障をきたす案件につ

いては、直ちに撤去、または、移

動してもらうなどの指導を行うこ

ととなる。

その他の質問

町長選挙の投票率等について
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産後うつ予防、産前・産後サポート事
業について

五十嵐　信子　議員

町長
今後は、国が推進している産前・産後サポート事
業の導入に向けての検討も行っていく

一般質問

阿蘇公園の和式トイレ
(本人提供 )

妊娠相談や妊婦訪問、
新生児訪問の取組み状況は？

援の必要性は、私も感じている。

このため、現在、町内で実施して

いる有償ボランティアの活用を進

めていき、産後の育児や家事など

の不安および負担の軽減につなげ

ていく。

　また、今後は、国が推進してい

る産前・産後サポート事業の導入

に向けての検討も行っていく。

町の公共施設におけるトイレの洋

式化について

　公園や公共施設のトイレは和式

が多く、お年寄りや体の不自由な

人が使用できずに困っており、洋

式トイレを増やしてほしいとの声

が届いている。

　公共施設は、災害時の避難場所

になるため、子どもや高齢者が多

く避難する。衛生面も考慮し、で

きるところから洋式化へ早急に取

り掛かるべきと考えるが伺う。

町長　現在、役場庁舎や総合体育

館、各小中学校など、主要な施設

に 237 基のトイレがあり、その中

で洋式トイレは 118 基となってお

り、率は 50％である。

　また、公園のトイレは 18 の公

園に 42 基のトイレがあり、その

中で洋式トイレは 12 基、率は約

30％である。

　議員ご指摘のとおり、トイレの

洋式化は、町に人を増やすための

必要最低限の設備であると認識し

ている。

　今後は、計画的に改修を進めて

いくが、公共施設の改廃や建て替

えなどを進めるうえで、二重投資

とならないよう配慮しながら洋式

化を進めていく。

　多くの子どもを産み育てられる

地域の共通点は、「子どもが生ま

れたら地域の皆でサポートして育

てていこう。」という意識が強く

根付いているところである。

　妊娠、出産、育児には、大きな

喜びとともに、多くの不安と負担

が日常生活にあらわれる。核家族

化や働き方の変化が進む中、家族

で協力し、安心して子どもを産ん

で育てる環境を当事者だけでつく

ることは難しく、限界があると考

える。

　特に、母である女性には、退院

し自宅へ戻れば待ったなしの育児

が始まり、産後うつ状態になる、

または、なりかける方も少なくな

い。出産後１ヵ月間は、母体も回

復していない場合もあり、最も不

安が強まる時期である。産後ケア

が最も必要な時期に、誰でも希望

があればケアを受けられる体制を

整える必要があると考える。

　産前・産後サポート事業とは、

出産後に体調が崩れ、精神的に不

安定になりがちな母親に対し、助

産師などが付き添って心身の回復

のサポートをしたり、授乳指導や

育児相談なども行うものである。

母親に対する支援のニーズとして

家事援助や育児相談などもあり、

大切な産後の数ヵ月の間、母親に

寄り添った支援があるとどれほど

心強いかと思う。母子の孤立化を

防ぐには、早い段階で育児不安や

育児ストレスを取り除くことが重

要である。

①町で、現在実施されている妊婦

相談や妊婦訪問、新生児訪問の取

り組み状況を伺う。

②現状のサービスに、この事業も

取り入れ、さらに活性化させるこ

とで多くの子どもを安心して産み

育てられる環境になると考えるが

伺う。

町長　①妊婦相談は、妊娠届の際

に行い、昨年度74件の実績があり、

全ての妊婦に、町の保健師が面接

を行い、妊娠初期の段階から安心

できる相談体制をとっている。

　また、妊婦訪問については、昨

年度 46 件の実績があり、妊娠５ヵ

月以降の妊婦全員を対象に、町の

保健師が家庭訪問を行っている。

なお、就労などの事情により、訪

問できなかった妊婦についても、

郵便や電話等により状況を把握す

るよう努めている。

　次に、新生児訪問については、

昨年度 46 件の実績があり、生後

１ヵ月前後までに家庭を訪問し、

母子の健康状態を確認したうえ

で、適切な指導や相談支援を行っ

ている。なお、里帰り出産で、町

外に出られている方についても、

先方の市町村に依頼し、保健師に

訪問してもらい、その結果をい

ただいているので、ほぼ全ての新

生児と母親の状況は把握できてい

る。このように、妊娠期から新生

児期まで、切れ目のないきめ細か

な支援を展開している。

②身近な相談相手の存在や生活支
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一般質問

一体型小中一貫校の候補地の選定はど
のように進めていく予定か

佐藤　立　議員

教育長
安全な通学路の確保や面積など、様々な要素の検
討と先進地の成功事例を参考にしていきたい

り、保護者や教職員に不安を与え

ることはないと考える。

④候補地の選定はどこまで進んで

いるのか。

⑤候補地は、９年間の学びの場と

して適切な環境か、地域住民が立

ち寄りやすい場所か、安全な通学

路は確保できるかなど様々な要素

を検討する必要があり、複数の候

補地を、明確に定めた基準に照ら

して比較し選定することが望まし

い。選定はどのように進めていく

予定か。

教育長　④⑤新設校の建設候補地

については、現段階において、決

定しているものはない。議員ご発

議のとおり、児童生徒の安全な通

学路の確保や面積など、様々な要

素で検討していく必要がある。ま

た、候補地の選定については、先

日の代表質問において、町長から

もお答えしているが、教職員、保

護者、地域住民からの意見を広く

取り入れていくが、何より重要な

のは、先進地の成功事例であり、

それを参考にしていきたいと考え

ている。

⑥校舎の設計は、どのような学び

を提供するのか、学習の価値観を

基礎として、どのような学習の構

成が必要かを踏まえてどんな学習

空間が必要かが定められる。学童

も十分な広さ、児童生徒の移動の

しやすさなどを考慮する必要があ

る。校舎設計に当たって、考慮し

なければいけないことは何か。そ

の中で最も重視をすることは何か。

教育長　⑥小学校１年生から中学

校３年生までの９年の連続した教

育課程に対応した施設であること

はもちろんのこと、学年段階の区

切りに対応した空間構成や異学年

交流スペースの充実など、留意し

なければならない事項は多岐にわ

たる。４月から一貫校として取組

みを進めているが、発展途上の取

組みであり、今後の実践により蓄

積される知見も踏まえて整理して

いきたいと考えている。

一体型小中一貫校の新設について

　人口減少などに歯どめをかける

には、子育てをしたいと思われる

近隣自治体と明確に差別化された

教育環境が必要。人口減少の実態

で着目すべきは 30 歳代。北広島市

や人口増が続いている東川町等と

比べると当別町では 30歳代の人口

はほとんど増えていない。子育て

世代に選ばれる町ではない。これ

が人口減少の最大の課題だ。新た

な力がこの町に加わることで、こ

れまで住んでいた方々にもプラス

になる。そんな未来を描かなくて

はいけない。その中核に位置する

のが教育であり、その基盤となる

のが学びの拠点である校舎。

　それでは、一体型小中一貫校の

新築について何点かお尋ねする。

①学校施設の果たす役割は何か。

②片方の地区で新築を先行させる

場合、続いてもう片方の地区での

一体型小中一貫校の整備も行う予

定か。

③二地区で一体型小中一貫校の整

備年度が異なる場合、分離型義務

教育学校への移行時期やカリキュ

ラム編成に影響が生じ、子どもた

ちや保護者、現場の教職員に負担

や不安を強いるおそれはないか。

教育長　①学校は、児童・生徒の

学びの場としての本来の役割はも

ちろん、小中一貫教育に関する取

組基本方針で示しているとおりで

あるが、コミュニティや防災、地

域活性化の核など幅広い役割を担

うものと認識している。

②先日の代表質問において、町長

から、本町地区から先に進めると

お答えしている。また、私も平成

29 年第１回定例会において、佐

藤議員の一般質問で、当別中学校

の建て替えに併せ、当別地区で一

体型校舎による義務教育学校、い

わゆる一体型一貫校への移行を目

指していきたいと答弁している。

他の地区の整備については、今後、

人口の推移等を見極めながら判断

したいと思っている。

③移行時期は違っても、９年の連

続した教育課程による教育、学校

区分によらない教職員の指導とい

う基本は変わらないので、カリ

キュラム編成に影響を及ぼした
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多 多

少 少

30 1 2

無償

        第２子
         半額

所得所得

年齢
0 1 2 3

　　　　第２子
　　　　 無償
※満３歳に達する
　 年度末まで

年齢

「改正前」 「改正後」
【保育料３歳未満第２子無償化イメージ】

定例会

平成 29年第４回当別町議会定例会
（日程　９月５日～９月 15日）　傍聴人数　30名

保育料３歳未満第２子無償化
▲※詳細は、町広報 11 月号

　をご覧ください。

（平成 29 年４月分の

　　　　保育料から無償）

【決算】　※詳細は、７～ 11 ページに掲載

■平成 28 年度各会計歳入歳出決算認定について

■平成 28 年度水道事業会計決算認定について

　《平成 28 年度各会計決算審査特別委員会へ付託》　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ▲

全会一致により認定

【補正予算】

■一般会計補正予算（第２号）

　補正額　　　　　　　　    　　　8,247 万円 (増 )

　平成 29 年度総額　　　　　　94 億 4,605 万円

　《主な補正内容》

　○ふとみ保育所業務委託　　　　　1,014 万円

　○保育施設等給付費負担金　　　　2,226 万円

　○除排雪業務委託　　　　　　　　1,500 万円

　○排雪費支援補助金　　　　　　　　972 万円

主な質疑（佐藤議員）

　多子世帯保育料軽減支援事業は、北海道の事業を活

用し、それに町単独の事業を積み重ねて実施すると承

知している。特に、所得制限を設けないところが町独

自の部分になると思うが、周辺自治体で、そのような

取組みをしているところはあるのか。

（子ども未来課長）

　石狩管内の他の市で、所得制限を設けていない自治

体はない。ただし、札幌市では、所得制限を設けず、

当別町と同様の基準での実施となっている。

（佐藤議員）

　今回の所得制限の緩和以外にも、第２子目のカウン

ト方法や３歳以上についても所得制限を外すなど、様々

な施策が考えられる。限られた財源の中、今回、まず

所得制限を外すことから取組まれた理由は何か。また、

今回の施策は、今後、当別町として、子育て支援を拡

充していく中での大きな施策の一貫としての位置付け

と理解して良いか。

（子ども未来課長）

　低所得者への経済的支援のみならず、町の出生数全

体の増加を目指すため、所得制限を設けず、事業実施

をしたい考えである。また、議員ご指摘のとおり、対

象年齢の拡大や多子世帯のカウントの見直しなど、今

後、改善の余地はあると認識している。国が議論を進

めている幼児教育の段階的無償化の動向も注視しなが

ら、限られた財源の中で効果・ニーズの高い支援方策

について、引き続き、検討をしていきたいと思う。▲

全会一致により可決

■介護保険特別会計補正予算（第１号）

　補正額　　　　　　　　　　　 　 4,285 万円 (増 )

　平成 29 年度総額   　    　 14 億 9,055 万円▲

全会一致により可決

【人事案件】

■教育委員会委員（佐々木成尉氏）の任命について▲

全会一致により同意

【議員提案】

■林業・木材産業の成長産業化に向けた施策の充実・

　強化を求める意見書

主な質疑（鈴木議員）

　提案理由については同意できるが、意見書案の中の

森林環境税（仮称）について、少し議論が必要である

と思うが、どのように考えるか。

（提出者稲村議員）

　全国的な流れでもあるので、報告書案の中に入れた。

（鈴木議員）

　このことについては、議論が不足していると考える

が、いかがか。

（提出者稲村議員）

　今、検討を進めているということを意見書の中に盛

り込んでいるというところである。▲

全会一致により可決

■朝鮮民主主義人民共和国のミサイル発射及び核実

　験に抗議する決議 ▲

全会一致により可決

【その他】

■北海道市町村職員退職手当組合規約の変更の協議

　について ▲

全会一致により可決

■北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の

　変更の協議について ▲

全会一致により可決

■北海道市町村総合事務組合規約の変更の協議について▲

全会一致により可決

【陳情】　※次ページに掲載

しげやす
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定例会

件　名 提出者 付託先

付託時期

結　果

札沼線の北海道医療大学駅以北の路線廃止に歯

止めをかけるための意見書の採択を求める陳情

太美地域社会保障勉強会

会長　菊地　眞生　他４団体

総務委員会

29 年第４回

審議継続

日欧ＥＰＡ「大枠合意」の撤回を求める意見書

の採択を求める陳情書

当別町農民同盟

委員長　堀　梅治　他４団体

産業委員会

29 年第４回

審議継続

核兵器禁止条約に日本政府が早期に参加するこ

とを求める意見書採択の陳情書

新日本婦人の会当別支部

支部長　佐藤　美智子　他４団体

総務委員会

29 年第４回

審議継続

若者の人口流失を防ぎ、地域活性化を実現する

ため、「最低賃金の大幅引き上げ、全国一律制の

確立を国に求める意見書」の提出を求める陳情

札幌地区労働組合総連合

議長　赤坂　正信

総務委員会

29 年第３回

賛成多数

不採択

※討論１

「森友学園」並びに「加計学園」問題の徹底した
国会審議で疑惑解明を求める意見書の採択を求
める陳情書

当別町農民同盟

委員長　堀　梅治　他４団体

総務委員会

29 年第３回

賛成多数

不採択

※討論２

障害者の家族による介護の負担軽減と「親亡き

後」遺された障害者が安心して生きていくため

に必要な社会資源の拡充を国に求める意見書の

提出を求めることについての陳情書

障害者の生活と権利を守る

北海道連絡協議会

会長　片石　松蔵

産業委員会

29 年第３回

全会一致

採択

「自家用車を利用したライドシェア解禁の慎重な

審議を求める意見書」の提出を求める陳情

自交総連北海道地方連合会

執行委員長　渡辺　聡

産業委員会

29 年第３回

審議継続

子ども医療費助成制度の拡充を求める陳情書 新日本婦人の会当別支部

支部長　佐藤　美智子　他４団体

産業委員会

29 年第３回

審議継続

町内の夜間休日の診療体制の充実を求める

陳情書

公益財団法人

北海道勤労者医療協会当別社員支部
支部長　今野　一三六　他４団体

産業委員会

29 年第３回 審議継続

※「総務委員会」は総務文教常任委員会、「産業委員会」は産業厚生常任委員会の略。

≪討論１≫

●総務文教常任委員会の不採択の報告書について

反対討論（鈴木議員）

　人口減少問題をテーマとした特別委員会設置につい

て検討・議論している当別町議会としては、この陳情

を採択すべきである。

賛成討論（秋場議員）

　時給 1,500 円を目指すことを前提とするこの陳情

は、経営者側のことが考慮されておらず、不採択とす

る委員会の報告書に賛成である。

≪討論２≫

●総務文教常任委員会の不採択の報告書について

反対討論（鈴木議員）

　世論調査では、未だ解明されていないと答える国民

が７割を超えている。私達は町議会議員ではあるが、

同じ議員として、この陳情を採択すべきである。

賛成討論（岡野議員）

　両問題は、国会の開会中から、引き続き審査が行わ

れている。また、国会は、解明する機能を有しており、

引き続き審査をしていくと思っている。これらのこと

から、不採択とした報告書に賛成である。

反対討論（澁谷議員）

　国の行政が、忖度により歪められたのではないのか。

また、国の財産が適正に払い下げられたのか。国の行

政が歪められていると大いに感じられる。この陳情を

採択すべきである。
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第４回定例会提出議案等についての主な質疑

委員会報告

総務文教常任委員会【９月６日 】

産業厚生常任委員会【９月７日 】

〈経済部〉

[水耕栽培のコンソーシアム事業]

Ｑ　水耕栽培のコンソーシアム事

業での町の役割は何か。また、実

証栽培を実施する農業生産法人の

ヱルファームについて、今年度は

栽培技術を構築するということで

あるが、どのような法人で、どの

ような経緯で今回の事業にご協力

いただけるようになったのか。

Ａ　まず、町の役割については、

これまで実証を続けてきた富士通

と町が一緒になり、いわゆるプレ

イヤーとなる農業生産法人を誘致

してた。要するに、主体となるヱ

ルファームという農業生産法人

が、栽培実証を行う。町が、施設

をお貸しし、これまで栽培を行っ

てきた技術スキルの提供を行う。

富士通は、ＩＣＴやクラウドの技

術のアドバイスを行う。そして、

その栽培のデータなどをフィー

ドバックしていただいて、データ

を共有し、広く町民に還元してい

く、そのようなイメージである。

もう一点のご質問であるが、ヱル

ファームについては、エネルギー

や電気に精通し、尚且つ、農業の

技術もある法人である。

Ｑ　パイプハウスについては、ヱ

ルファームが設置するのか。また、

ヱルファームは町内の法人である

のか。どのような実績があるのか。

Ａ　ヱルファームは、町内在住者

が経営する札幌市内の電気会社が

母体となって、当別町出身の方々

がメンバーとなり立ち上げた農地

所有適格法人（旧称：農業生産法

人）である。パイプハウスについ

ては、ヱルファームが設置する。

〈建設水道部〉

[河川維持工事の増額補正 ]

Ｑ　河川維持工事 300 万円の増額

補正については、どこの地区か。

Ａ　高岡地区や中小屋地区の河川

の修繕を予定している。

[ 排雪費の増額補正 ]

Ｑ　排雪費支援の増額補正は、い

わゆる、住民の負担軽減をするた

めの措置と理解して良いか。

Ａ　単価上昇分と直近３ヵ年の排

雪量に伴い増額補正するものであ

る。これについては、住民５割、

町５割という制度であるが、現在、

住民２割、町８割と住民の軽減策

をとっているので、それを含めた

部分での対応をしているところで

ある。

〈総務部〉

[教育委員の任命 ]

Ｑ　佐々木氏が委員として入るこ

とにより、教育委員はどのような

構成となるのか。

Ａ　構成について、男性が３名、

女性が１名。佐々木氏は保護者枠

での委員である。

Ｑ　他の委員は、どのような枠で

出ているのか。

Ａ　教育委員会の構成について、

校長経験者である学識経験者が１

名、保護者代表の方が３名で、そ

のうち１人は女性である。選定理

由は、教育行政に対するこれまで

の貢献、教育に対する熱意など広

く資質があるためである。現在、

教育委員は４名で、教育に対する

熱意が高い人が揃っており、バラ

ンスもとれていると思っている。

〈教育委員会〉

[除排雪業務委託の増額補正 ]

Ｑ　除雪業務委託について、労務単

価が上がったということであるが、

具体的にどのように上がったか。

Ａ　当初設定していた金額より、

約３％増加し、あわせて燃料単価

も若干上昇したため増額をした。

〈企画部〉

[道の駅北海道連絡協議会 ]

Ｑ　道の駅北海道連絡協議会で

は、どのようことを行うのか。

Ａ　全道の道の駅は、この協議会

に全て加入している。協議会に入

るとスタンプラリーに参加するこ

とができる。また、全道、全国の

道の駅、関係機関からの案内で、

先進地事例の報告などがある。全

国でも年１回全国大会があり、そ

の際にも先進地事例の報告がある。

Ｑ　道の駅のスタンプとマグネッ

トは、９月 23 日のオープンのと

きにあるのか。

Ａ　オープンにあわせて準備をし

ている。

[ ゆとりっち稲穂 ]

Ｑ　ゆとりっち稲穂の財産収入

で、平成 23 年以降、ゆとりっち稲

穂の区画はどれくらい売れたか。

Ａ　平成 24 年に土地開発公社か

ら解散清算に伴い土地を取得し、

その後、町有分譲地として、売り

払いを開始した。土地開発公社か

ら取得した時の状況は、その時点

では 19 区画あり、そのうち、３

区画の売却となっており、残りは

16 区画である。

Ｑ　土地単価は、どのように決定

しているのか。

Ａ　土地開発公社で所有していた

ときは、不動産鑑定士に評価を依

頼をして、評価額をもとに価格を

決定していた。その後、地価公示

推移を見ながら、その都度価格の

評価を行い、直近の評価は平成

25 年度に価格の見直しをした。

Ｑ　単価の見直しは、今後考えて

いるのか。

Ａ　単価の見直しを行ったのが平

成 25 年で、４年経過しており、

現在、当別町の地価公示は下がっ

ているので、来年度に向けて評価

額の見直しを検討していきたい。
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委員会報告

総務文教常任委員会町内所管事務調査

【８月 21 日】○北欧の風道の駅とうべつ視察

産業厚生常任委員会町内所管事務調査

　８月 22日に北海道町村議会議長会主催の議会広報研修会が

ポールスター札幌で開催され、当別町議会からは、議会広報特

別委員会５名と事務局１名が参加し、講師の吉村潔氏による「議

会がもっと身近になる広報紙つくりへ」と題した講義とクリ

ニックの研修を受けました。

北海道町村議会議長会議会広報研修会【８月 22 日】

森林・林業・林産業活性化推進当別町議会議員連盟研修会【10 月 15 日】

【８月 29 日】○作物生育状況調査

　　　　　　○町道高岡中央線歩道新設工事

【10 月６日】○北海道ドローン協会当別練習場視察

　10 月 15 日に道民の森で開催され

た北海道・木育（もくいく）フェスタ

2017『植樹祭・育樹祭』へ参加し、ア

カエゾマツ・ハルニレ・ケヤマハンノキ・

ヤチダモを植樹しました。
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委員会報告

産業厚生常任委員会道内所管事務調査

　次のとおり議会報告会を開催します。どなたでも参加できます。皆様のお越し

をお待ちしております。（※事前の申し込みは不要です。）

テーマ　○創業支援について（砂川市議会）

　　　　○６次産業化の取組みについて（上川大雪酒造株式会社）

　　　　○６次産業化の取組みについて（有限会社西神楽夢民村）

砂川市・上川町・旭川市　10 月５日～６日

議会運営委員会道内所管事務調査

浦幌町・広尾町　10 月 17 日～ 18 日

テーマ　○議会活性化の取組みについて（浦幌町議会）

　　　　○議会改革の取組みについて（広尾町議会）

砂川市議会での研修の様子 上川大雪酒造での研修の様子 西神楽夢民村での研修の様子

議会報告会を開催します！

ゆとろ（当別町総合保健福祉センター）開催

　日時：平成 29 年 11 月 6 日（月）19 時～

　場所：多目的ホール

西当別コミュニティーセンター開催

日時：平成 29 年 11 月 7 日（火）19 時～

場所：大会議室

浦幌町議会での研修の様子 広尾町議会での研修の様子

【内容】　○議会報告　・平成 29 年６月定例会報告　・平成 29 年９月定例会報告

　　　　○懇　　談　・テーマ「町政・地域が抱える課題のフリートーク」

※概ね 90 分を予定しております。
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編　集　後　記

議会のうごき（平成 29 年８月～平成 29 年 10 月）

　６月に議会広報特別委員会のメンバーが替わり、

議会だよりをよりわかりやすく、より見やすいもの

にするため、これまで様々な研修や議論を積み重ね

てきたましたが、さらなる前進を求め、広く町民か

ら意見及び提案を聴き、より親しまれる内容へと充

実させるため「議会だよりモニター」制度を試行す

ることとしました。

　議会の動きがわかりやすく、活動が良く見えるよ

う努力を重ねていきたいと考えておりますので、た

くさんのご応募お待ちしております。

議会広報特別委員会

委員長　　古谷　陽一

8 月 2 日
8 月 7 日
8 月 8 日
8 月 21 日
8 月 22 日

8 月 23 日
8 月 24 日

8 月 29 日

8 月 30 日
9 月 5 日

9 月 6 日
9 月 7 日
9 月 8 日
9 月 11 日
9 月 12 日

9 月 14 日

9 月 15 日

9 月 22 日

9 月 27 日
9 月 29 日
10 月 2 日
10 月 4 日
10 月 5-6 日
10 月 6 日
10 月 10 日
10 月 13 日
10 月 15 日

10 月 16 日
10 月 17-18 日
10 月 19 日
10 月 20 日
10 月 23 日
10 月 31 日 -11 月 1 日

▲

当別町議会定例会開催予定　次回は 12 月５日から予定しています。
※本会議や各委員会は、傍聴できますので、是非お越しください。なお、日時に
　ついては、　決まり次第、当別町議会ホームページへ掲載します。
　（当別町議会ホームページ　http://www.town.tobetsu.hokkaido.jp/site/gikai）

 とうべつ議会だよりモニターを募集します！！

１　活動内容

　①モニター会議（３回・平日 19 時頃から１時間

　　程度を予定）に出席し、意見や提案をする

　②議会だより発行毎に、アンケートへ回答

２　モニター期間

　平成 29 年 12 月～平成 30 年 12 月までの１年間

３　資　　格

　①当別町内に住所を有する満 18 歳以上の方

　②議会が行う広報活動に深い関心を持ち、公正　

　　な社会的見識を有する方

　③常勤の公務員でない方

４　募集人数　※報酬等はありません。

　公募：４名以内

　（モニターは 15 名で、このうち４名を公募）

５　募集期限

　平成 29 年 11 月 17 日（金）

６　応募方法

　○議会ホームページの申し込みフォーム

　○申込書を議会事務局へＦＡＸまたは持参

　※申込書は、議会事務局ホームページに掲載して

　　おります。なお、申込書は、ＦＡＸまたは郵送

　　も可能ですので、議会事務局までお問合せ下さい。

当別町議会事務局ホームページ：

http://www.town.tobetsu.hokkaido.jp/site/gikai

E-mail：gikai@town.tobetsu.hokkaido.jp

７　お問い合せ

　当別町議会事務局

　Tel：0133-23-3247　　Fax：0133-23-4474

　「とうべつ議会だより」を、よりわかりやすく、より親しまれる内容として

充実させるために、「とうべつ議会だよりモニター」を試験的に実施いたします。

（※詳細は、ホームページに掲載しております。）
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